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1 問 題

公立学校におけるスクールカウンセリング事業が始まって 20年となるが、今日の教育現場にお
ける心理的な問題はいまだ多い。不登校やいじめといった代表的な問題の背景には、心理的な幼さ
が原因とみられる対人関係のトラブル、心身症をきっかけとする不登校、母子関係の不調や機能不
全家族、家庭での虐待やネグレクトによる心理的な萎縮や緊張、発達障がいを持っていることによ
る対人トラブルや学校不適応など、心理的な背景を考慮せざるを得ない現状がある。
近年、文科省（文部科学省，2015）はこうした学校の問題に対応するために「チーム学校」とい
う概念を打ち出し、「複雑化する学校現場のニーズに対応するために多様な専門性に基づくチーム
体制」を構成しようとしている。こういった現状を踏まえると SC は、教師や養護教諭、栄養教
諭、スクールソーシャルワーカー、学校医らと連携しつつ、これまで以上に学校コミュティの中で
他の専門職と連携しながらも、心理的支援に強みを持つ臨床心理学を活かした独自性を確立するこ
とが求められる。
スクールカウンセラー（以下 SC）配置によるメリットの一つは、心理的問題に関して本人や保

護者が学校でカウンセリングを受けられるようになったことであろう。SC は臨床心理士によって
担われることが多いが、臨床心理士は、個人の心理的特性を把握したり内的世界を理解した上で支
援することを得意とする。特に児童生徒が学校の中で心理的支援を受けられることは、外部の専門
機関を利用することに比べると、時間的空間的移動が少ないことや、学校でのトラブルに対して現
場を十分に理解した上で対応できるなど、メリットが大きい。
一方で、教育の場であり日常の場でもある学校現場において、児童生徒がカウンセリングを受け

１３９



る場を設定するには、カウンセリングルームの設営や位置づけ、学校現場にふさわしい道具立て、
保護者に対する支援や教員との連携、学校における対応の限界の理解など、さまざまな工夫が必要
と考えられる。
これまで、スクールカウンセリングに関連する研究として、学校コミュニティへのアプローチと
して、学級風土の理解（伊藤，2003）や学校アセスメントの方法（青木，2011）などがなされてき
ている。一方、児童生徒への個人面接に関する研究は、一般的な事例研究としていくつか報告され
ている（安島，2001，難波，2015, etc）が、研究数としても多くはない。SC の実働状況（児童生
徒への支援と教師との連携）を数量的に把握した報告や、実際の支援活動からボトムアップされた
支援モデルの提示はほとんどない。
そこで本研究では、スクールカウンセリング業務の柱のひとつである、児童生徒もしくは保護者
を対象とした個人面接に焦点をあて、筆者自身が学校現場にスクールカウンセラーとして週に 1回
継続的に訪れ支援活動を行うなかで、学校現場の生の状況を関与観察することを通して研究を行
う。本研究によって、実際の児童生徒への個人面接が、スクールカウンセリング活動の中でどの程
度行われていて、どういった特徴を持っているのかを量的に把握することができる。スクールカウ
ンセラーの動きの実体を具体的に把握するといった研究は、これまでにほとんどなされていないこ
とから、個別面接という臨床心理学を学問的背景する臨床心理士が行うスクールカウンセリングの
活動の特性を実証的に明らかにするための基礎的研究となることが期待される。

2 方 法

（1）調査対象期間
2014年度～2016年度までの通算 3年間、研究者 1名が臨床心理士の SC として公立 A 小学校を
担当し、週に 1回、1回 6時間の枠組みで、各年度につき年間 35回の訪問を行う SC 活動を対象
とした。なお、A 小学校がある X 県では、県の派遣するスクールカウンセラーは、通常 3年ごと
に配置換えがなされる仕組みとなっているため、本研究での調査対象期間は、そのまま研究者の
A 小学校における勤務期間と一致する。

（2）調査対象
比較的大規模（児童数 900人程度）の公立小学校 1校における、研究者が SC として保護者もし

くは児童に対して個人面接を行った全対応件数を調査対象とした。なお、1回の個人面接は、授業
時間割にそって 1回につき 45分とした。主訴は、保護者および本人の訴えから総合的に判断し、
表に示したカテゴリーに分類した。最小でも 1つのカテゴリーに分類するようにし、主訴の内容が
複数にまたがる場合には、最大で 3つまで分類するようにした。

（3）手続き
SC 活動の通常業務として個人面接（保護者・児童）を実施したケースについては、ケースナン
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バーを付与し、個別ファイルを作成して毎回のケース記録を保存している。本研究では、その個別
ファイルの中から、対象児の性別、学年、面接経路、面接対象者、主訴、面接回数等に関する記述
を拾い出し、それぞれの数をカウントする方法を採った。
実人数は、対象児 1人につき 1ケースとカウントするようにした。したがって、子ども本人と保
護者（母、父）両者に個人面接を実施した場合でも 1ケースとカウントしている。きょうだいでそ
れぞれに対して個人面接を行った場合には、実人数はそれぞれをカウントした。

3 結 果

（1）過去 3年間の個人面接実施対象ケースについて
表 1は、調査対象期間の 3年間において、当該公立小学校における保護者や児童等、当事者への
直接的支援としての個人面接を実施したケースを男女別学年別に集計したものである。それぞれの
年度において、新しく個人面接を開始したケースを当該年度のケース数としてカウントした1）。

A 小学校の 3年間の活動期間における個人面接対象の実人数は 54人、男子 34人、女子 20人
で、男子児童を対象とするケースの方が女子児童を対象とするケースよりも多かった。

学年の内訳としては、1年生が最も多く 17人、次いで 2年生の 11人、4年生の 9人と続いてい
る。1年生～3年生を低学年、4年生から 6年生までを高学年と分けた場合には、低学年が 34人、
高学年が 19人と低学年の方が多い結果となった。
個人面接を実施した実人数の年度推移に関しては、
1年目が最も多く 21人であった。

（2）面接形態別集計とのべ面接回数について
表 2は、面接形態別実数と保護者と本人（児童）
に対するのべ面接回数を表したものである。保護者
─────────────────────────
１）複数の年度にまたがって面接を継続している場合には、面接開始年度にカウントしている。勤務 2年目
および 3年目にまたがって長く個人面接を実施しているケースについては、実人数にはカウントしてい
ないが、実質的な支援対象ケースは、3年目が最も多いことになる。

表 1 過去 3年間の個人面接実施対象ケースの状況分析

実人数

内訳
計男女別 学年別

男（人） 女（人） 未就学 1年 2年 3年 4年 5年 6年
2014年度
2015年度
2016年度

21
14
19

13
8

13

8
6
6

0
1
0

5
4
8

4
3
4

2
2
2

4
2
3

4
1
1

2
1
1

21
14
19

合計 54 34 20 1 17 11 6 9 6 4 54

＊学年は相談開始時点

表 2 面接形態別集計（実数）とのべ面接回数

保護者 本人
2014年度
2015年度
2016年度

16
12
17

5
4
5

計 45 14

のべ面接回数 253 59
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は 45人2）であり、児童本人は 59人であった。のべ面接回数は、保護者が 253回、児童本人は 59

回であった。ケースによって実施回数はまちまちであるが、保護者面接の最大継続面接回数は 36

回、児童本人の最大継続面接回数は 17回、最小回数はいずれも 1回であった3）。

（3）主訴別相談件数について
表 3は主訴別相談件数を保護者面接と本人面接ごとに示したものである。保護者面接における主
訴として、もっとも多かったのは「子どもへの対応」で 21件（のべ）であり、次に多かったのは、
「子どもの情緒面（の理解）」で 18件、次に「子どもの不登校・登校しぶり」「子どもの行動・発達
面」で 10件であった。
本人面接では、児童本人の自覚として「対人関係（含むいじめ）」が最も多く 7件、次いで「自
分について（行動面、イライラなど）」が 4件、「家庭や家族」が 2件であった。

（4）児童の本人面接の属性について
表 4は、児童本人を面接した属性の実人数である。いず
れも開始時の学年を示している。最も多かったのは 4年生
と 5年生で 4人、1年、2年、6年がそれぞれ 2人であっ
た。
男女別では、男子が 6人、女子が 8人であった。いずれ
の学年も男女別の人数は 1人から 3人の間であり、学年と
性での区分では突出して多い区分はない。

─────────────────────────
２）父親と母親ともに面接を実施した場合には、実数としては 1件として数え、両親が同席の場合には面接
回数は 1回、個別に面接を実施した場合にはのべ回数として個々の面接を延べ回数に計上した。

３）年度毎の実人数は、それぞれの年度における新規ケースとしてカウントしたため、実人数としては表 2
の通りであるが、1年目に面接を開始して 3年目まで継続している場合には、2年目以降の実人数には
カウントせず、数年間にわたる総面接回数をのべ面接回数に計上した。

表 3 主訴別相談件数（のべ件数）

保護者面接 本人面接

主訴の
分類

子どもの
不登校・
登校しぶり

いじめ
子どもの
行動・
発達面

子どもの
情緒面

子ども
への
対応

学校教育
への不満・
不安

地域での
問題

対人関係
（含いじめ）

自分につい
て（行動面、
イライラ
など）

家庭や
家族

2014年
2015年
2016年

3
4
3

0
0
1

2
2
6

2
8
8

8
10
3

1
0
1

1
0
2

3
2
2

1
1
2

2
0
0

合計 10 1 10 18 21 2 3 7 4 2

＊最低 1つ、最大でも 3つに収める

表 4 児童の本人面接実施の属性

男 女 計
1年
2年
3年
4年
5年
6年

1
1
0
2
1
1

1
1
0
2
3
1

2
2
0
4
4
2

6 8 14

＊学年は相談開始時点
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4 考 察

（1）個人面接実施ケース数から
個人面接を実施した対象児は、男児の方が女児よりも 1.5倍以上多い結果であった。また、学年
別では低学年の方が高学年よりも面接対象となるケースが多く（低学年 34ケース、高学年 19ケー
ス）、低学年で相談を開始することが多く、かつ男子児童が多いということが明らかになった。小
学校に入学して間もなくは、生活環境の変化や大人数で集団行動することへの適応に時間がかかる
児童も多く、その点で保護者が心配したり、発達的な観点の懸念を担任が感じたりして SC につな
がるパターンであろうと思われる。男子の相談が女子よりも多いことについては、多動や落ち着き
のなさといった行動面での問題行動が表れやすいのは男児であることが多いこと、行動面の問題は
周囲の大人に把握されやすいことから、担任や保護者が心配して相談につながったと考えられる。
児童との面接は、全個人面接対応ケース中の 31％であった。これは多いとみるべきであろうか、
少ないとみるべきであろうか。SC につながるケースは、教員から教室での行動面で「気になる児
童」であることが多いため、保護者面接を通して得られた情報や児童の状態像をコンサルテーショ
ンの形で担任にフィードバックすることは、SC の活動として重要と考えられる。一方、子ども本
人への面接については、その経緯として保護者からの要望があることと、教室で担任が抱えきれな
くなって、SC に本人のサポートを依頼してくる場合、もしくは担任自身の心理的援助への意識が
高く、アセスメントを兼ねて児童の心理的状態を見て欲しいという要望があると考えられる。実際
問題、対応した全ケースの児童に会うことは物理的に難しい。ただ、本人への個人面接が必要なケ
ースであると判断された場合には、適切なタイミングで本人と会う工夫は今後も必要だと考える。

（2）児童の個人面接のケース数の特徴から
児童の個人面接のケース数は、高学年の方が低学年よりもケース数が多い傾向が見られた。相談
件数自体は、低学年の方が多いことを踏まえると、個人面接への導入経路にその理由があると考え
られる。低学年の場合には、自己認識がいまだ十分発達していないために、周囲の大人に困ってい
ると訴えることが困難であることがその理由として考えられる。低学年の個人面接導入のきっかけ
は、教室での対応に教師が困難を感じ、教室だけでは抱えきれないと感じた際に、SC による個人
面接を要請されることが多い。そのため低学年の個人面接では、遊戯療法的に関わっていると、本
人が面接の時間を楽しみながら、いつのまにか問題行動が減少してきた、という転帰をたどること
が多い。一方、高学年になると、自ら相談を希望して来談することもある。数としては少ない（今
回の調査では 2、3ケース）が、本人の困り感の解消を目標とするため、面接の導入は行い安い。

5 まとめと今後の課題

公立小学校における SC 活動の対応の実際について、個人面接を行った事例について対応数から
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分かることを考察した。低学年の面接数が多いことや、男児が対象となることが多いことについて
考察を行った。また、相談内容についても、保護者は発達障害等の診断やその傾向の有無に拘わら
ず、子どもへの接し方や対応を相談していることが明らかになった。
個人面接を行うことは、保護者にとっては、我が子に関する心配や困りごとを学校という日常的
な場で気軽に相談できるという点で、望ましいことであろう。問題が学校で起こっている場合に
は、SC がダイレクトに現場を見ることができ、担任教師との適切な連携によって、担任による教
育的支援が円滑に進むと言う点でも望ましいことであろう。
子ども本人の個人面接については、学校場面で心理的支援を受けられるという点で、心理的支援
のファーストエイドが機能すると考えられる。直接本人と会う事で心理状態のアセスメントが可能
となり、医療機関へのリファーの必要性を判断したり、教室場面での担任による対応の方向性を見
出したりすることができる。個人的な心理的課題をある程度、学校での個人面接で改善することも
可能である。
今後は、SC の学校での実際的な動き方についてのさらなる研究が期待される。本研究の数量的
把握をさらに発展させて、ひとつのケースについて、誰とどこで、どのような連携を行っているの
かということについて、問題のタイプ別に対応の特徴があるのかどうか等についても、関与観察の
方法でアプローチすることが期待される。こういった基礎的な研究を踏まえて、今後「チーム学
校」において、スクールカウンセラーが有効に機能するためのモデルが生成されることが望まれ
る。
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